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要旨 

第２回『家族とくらしに関するアンケート』は、①我が国世帯の基本属性、学歴、職業経験、暮らし向

き、②世帯の贈与・相続経験、③世帯の収入・支出、及び④回答者及びその配偶者の就業履歴等

について情報収集を行い、併せて、⑤消費税率引き上げ・子ども手当などの各種政策に対する意

識を問うたモニター調査である。今回調査は昨年（2011 年に）実施した第１回調査の回答世帯の追

跡調査であり、一部はパネルとしての活用も可能になっている。本稿では、今回（第２回）調査の概

要（調査趣旨・調査内容・調査方法）を解説するとともに、簡単な集計結果を紹介する。加えて巻末

の補論では、今回調査で回答を得ることができなかった調査対象の特徴を簡単に述べる。 

 

キーワード: 世帯調査、資産保有、世代間移転、相続、日本 

JEL 分類コード: D12, D31, E24 

 

 

１ はじめに（調査主旨） 

わが国では、少子高齢化が進み潜在成長率が低下した中で、全体のパイを大きくする成長

施策と並び、パイを如何に公平に分け合うかという分配施策の重要性が高まっている。税や

社会保障をはじめとする経済・社会制度の効率性・公平性・持続可能性は、今日、国民の最

大の関心事項ともなっている。そこでの課題に適切に対処し、国民の皆が満足し、安心して

暮らしていけるような政策対応・制度設計を行うためには、現在進行形の経済・社会の構造

変化の実態を把握するとともに、その方向性を予測する等、客観的な材料（証拠）に基づい

た分析・検討を深めておくことが不可欠である。 

 こうした重要性にもかかわらず、わが国において、例えば経済格差の実態を正確に把握す

るだけの客観的材料が十分に収集・整備されているかと言えば、はなはだ心許ない。一例と

                                                   
†
 本調査の実施に当たっては、文部省科学研究費補助金基盤研究（A）(23243046)の助成を受けている。 
 責任執筆者（E-mail: takeshi.niizeki@cao.go.jp）。ただし、本調査に基づくデータの利用に関する問い合わ

せは堀（masahiro.hori@cao.go.jp）まで。 
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して、「格差」問題の検証上必須である世帯の保有資産については、それが個別世帯の収入

と支出のバランスで定まる貯蓄の蓄積で定まることは言うまでもないが、蓄積プロセスが複

雑かつ長期に亘るため、世帯調査によって特定時点における世帯の資産保有高を調べても、

それが個別世帯のライフサイクルの観点から何を意味するのかまでは分からない。特に、わ

が国世帯の保有資産額は、賃金収入等と比べて高額の収入フローとなる遺産相続に大きな影

響を受けていると考えられ、個別世帯の場合、調査時点が相続の受取前であるか後であるか

等によって、保有資産の回答は全く違ってくる。にもかかわらず、日本では、個別世帯の相

続経験に関する一般に利用可能な統計は（我々の知る限り）存在しない。 

 本稿で紹介する第２回『家族とくらしに関するアンケート』は、我々の研究グループが、

こうした問題意識に立って、わが国における世帯（家族）の諸々の属性の分布を把握し、世

代内及び世代間の格差の実態やその世代間移転の状況を分析する目的で行った世帯調査で

ある。調査項目は、家族関係、世帯員の就労履歴、就学・経済状況等々多岐に渡っているが、

特に既存のデータでは十分な情報が得られなかった個別世帯の資産保有状況や、それに影響

を及ぼす世代間移転（相続等）の実態を把握するための問を多く設けた点に特徴がある（個

別の質問の形式・内容については、巻末の調査票を参照）。また、そうした属性情報の収集

と並行して、消費税率引き上げ・子ども手当等の各種政策に対する意識調査を行った。これ

は、調査結果から得られる分布における個別世帯の位置づけが、各種の分配施策に対する（そ

の世帯による）評価（意識）とどのように関連しているか検証するためのものである。 

表1：各調査の特徴

第1回調査 第2回調査 参考調査
調査年月 2011年12月 2012年12月 2010年1月

サンプルサイズ 3,699 3,144 2,302
回収率 81.7% 86.2% 57.6%

調査委託先 ㈱インテージ ㈱インテージ ㈱RJCリサーチ

調査形式
無作為抽出による

訪問留置
モニター調査 モニター調査

 

 我々のグループでは、本調査（第 2 回調査）と類似の調査をこれまでにも既に行ってきて

いる（表 1 参照）。最初の調査（参考調査）は、本調査と類似の問題意識の下で、㈱RJC リ

サーチに委託し、無作為抽出された世帯への訪問留置形式で実施された1。翌年の調査（第 1

回調査）はわが国最大手の市場調査会社である(株)インテージへの委託で、同社が保持する

モニター組織（登録数約 22 万人）を対象とする郵送調査の形で実施されている。無作為抽

出の標本調査ではなくモニター調査を活用したのは、限られた予算の下で、調査を一回限り

にせず、同一世帯を繰り返し調査してパネルを構築する場合の標本脱落の最小化を意図した

結果である。もちろん、モニターの活用によって標本の代表性等に特段の注意が必要になる

ことは否定しがたいが、上述の通り、類似調査を無作為標本でも行ってみた経験から言えば、

調査票の送付先世帯を完全に無作為に抽出しても回収率が各層で違ってくるため、調査結果

の代表性に問題が生じうる点はあまり変わらない2。今回の調査（第２回調査）は、こうし

                                                   
1 参考調査の調査内容等に関しては堀ほか（2011）を参照。なお、参考調査と第 1 回調査は同一世帯に調査票を送っ

たものではないため、パネル構造にはなっていない。 
2 無作為抽出世帯への訪問留置形式（参考調査）とモニター調査（第 1 回調査）との標本の比較については、堀

ほか（2013）を参照されたい。 
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た考えに基づき、昨年同様㈱インテージのモニターを対象とし、第１回調査で回答が得られ

た 3,699 世帯の追跡調査という形式で行った。よって、調査結果は、前回調査と突き合わせ

て利用することにより、2 年間のパネル・データとしても活用可能になっている。 

本稿の構成は以下の通り。まず、第 2 節で第２回『家族とくらしに関するアンケート』の

調査内容の概略を説明し、回収状況を簡単に報告する。第 3 節では調査個票を簡単に集計し

た結果を紹介し、第 4 節で得られた知見のまとめを行う。 

 

２ 主な調査内容及び回収状況 

2.1 調査概要 

本調査では、わが国における世帯（家族）の各種属性の分布を把握し、世代内及び世代間

格差の実態やその世代間移転、また世帯の保有資産、長期的な家計計画の有り様等を分析す

ることを目的に、対象世帯の家族関係、就労・就学、収入、資産、及び相続経験等について

広範な項目を調査した。具体的な質問項目の詳細は、参考資料として末尾に付したアンケー

ト調査票に譲るが、設問は大きく分けると以下 6 つのセクションに分類できる。 

I. 回答者とその配偶者に関する質問（大問１,２,４） 

II. 回答者・配偶者それぞれの両親の世帯に関する質問（大問３,５） 

III. 回答者世帯の贈与・相続経験に関する質問（大問６,７） 

IV. 回答者世帯の収入・支出に関する質問（大問８） 

V. 回答者及びその配偶者の就業生活に関する質問（大問９） 

VI. 回答者の消費税率引上げ・子ども手当等に関する意識調査（大問 10,11） 

セクションⅠ（大問１,２,４）では、回答者（モニター）とその配偶者、及びその夫婦の

第 5 子までの子供を対象として、性別、年齢、就労状況、居住都道府県、仕事の形態等を調

査した。加えて回答者と配偶者については、健康上に不安を抱えているか、配偶者とどのよ

うに出会ったか及び離婚経験なども尋ねている。ここで収集している基本属性情報は、調査

データを用いて後々計量分析を行う場合にコントロール変数として欠かせないものである。

さらに、今回の調査では、分析の可能性を広げるため、回答者及びその配偶者の子供時代に

関する質問（習い事、塾通いの有無など）、現在の暮らし向き・家庭生活に関する設問を加

えている。 

セクションⅡ（大問３,５）は、回答者と配偶者、それぞれの両親世帯に関連した質問で

ある。両親の基本属性、健康状態や同居状況の他、出身地、経済状況（暮らし向き）等、可

能と考えられる範囲で幅広に情報収集を試みた。これは、本調査の焦点の一つである世代間

移転の有り様には、受け取り世帯の属性と同様、渡す（遺産等を遺す）側の世帯の属性が大

きく関係しているという考えに基づいている。 

セクションⅢ（大問６,７）では、回答者世帯（回答者、配偶者それぞれ）の贈与・相続

経験に関する調査を行った。大問６では、相続の経験、相続財産の価値、相続税の発生の有

無、回答者が受け取った相続額が相続財産全体に占める割合などを尋ねている。また、回答

者が子供に遺そうと思っている遺産額と回答者が両親から受け取った遺産額の大小関係に

関する意識調査も行っている。大問７では、生前贈与の経験、生前贈与の総額、その種類（結
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婚資金など）、相続税対策の意図があったと思われるかどうか、などを尋ねている。また、

回答者及びその配偶者から両親への金銭的な支援・生活の支援などについても意識調査を行

っている。こうしたデータをセクションⅠ、Ⅱの基本属性等と併せて用いることで、世代間

の資産移転が子供の経済力格差を是正するように働くか否か等の検証が可能になるだろう。 

セクションⅣ（大問８）は、回答者世帯の収入・支出（実績及び展望（計画））に係る設

問である。世帯年収（税込額）、その内訳、年間消費支出額、及び資産・負債の額などにつ

いて、(A) 過去 1 年間の実績、(B)引退前 1 年間の姿（現役世帯では将来展望、引退世帯で

は引退前の記憶）、(C)引退後（75 歳頃）のイメージ、の 3 時点を念頭に置いた調査を行った。

これらの設問に対する回答が得られれば、家計の所得・消費の生涯パターンに係わる諸仮説

（恒常所得仮説等）の検証が可能になると考えられる。 

セクションⅤ（大問９）では、回答者及び配偶者の人生を通じた就業生活について調査し

た。具体的には、いままでの就業履歴（いつ就業・退職したかなど）及び失業経験（ある場

合はいつ頃だったか）を尋ねている。標準的な経済学では、余暇は上級財と考えられるため、

多額の遺産相続は相続人の労働供給量を抑制することが予想される。本調査ではセクション

Ⅲで贈与・相続額の問いを設けているため、そこでの回答を本セクションの就業履歴データ

と組み合わせれば、贈与・相続が受取人の労働供給に与える影響を分析できる。また、本セ

クションでは回答者及び配偶者の健康状態の履歴についても調査した。労働供給の意思決定

は、経済主体の健康状態にも大きく依存すると考えられるため、これらの情報は、労働供給

分析の際のコントロール変数として有用だろう。 

セクション V（大問 10,11）では、主観的割引率に関する問いや公的年金に対する見方、

消費税率引き上げ・子ども手当等の各種政策に対する回答者の意識調査を行っている。消費

税は、所得水準が低い世帯ほど負担が重くなるとの指摘があるが、それに対してどのような

対策がなされるべきか、子育ての費用を家庭と社会の間でどう分担すべきか、公務員の待遇、

働きぶりなどについて尋ねている。また、子ども手当を受け取った回答者、あるいは高校生

の子供を持ち、高校授業料無償化の恩恵を受けた回答者が、それらのお金をどのように使っ

たのかについても調査している。こうした意識調査の結果を、セクションⅠ～IV で収集し

た個人（ないし世帯）の基本属性情報と組み合わせれば、世代間の分配にも大きく影響する

消費税及び子供手当施策などを誰が支持（誰が反発）しているのか、またその背景としてど

んな経済的誘因があるのか、などを明らかにできるかもしれない。 

 

2.2 調査方法と調査票の回収状況 

今回調査は「家族とくらしに関するアンケート（第１回）」の回答者を追跡調査したパネ

ル構造を有している。そこで、まず、前回（第１回）調査の調査方法及び回収状況を簡単に

紹介する3。前回調査では、㈱インテージに事前登録された全国モニター（登録数約 22 万）

を対象とし、サンプルの抽出に当たり、全国を 10 エリアに分割、男女それぞれについてそ

の個別エリア×年齢の構成比率が国勢調査から得られる構成比率と整合的になるよう調整

し、抽出された 25 歳以上 75 歳以下のモニターに計 4,525 通の調査票を送付した。その結

                                                   
3 第１回調査の詳細については、堀ほか(2013)を参照。 



5 

 

果、回収率 81.7％で、回答者数は 3,699 名となった。回答者の基本属性を詳しく見ると、国

勢調査に比べ学歴水準が高く、また、単身世帯の割合が低い傾向が見て取れた。その意味で、

得られた標本は今日の日本の現実を忠実に反映しているというよりも、夫婦と子供からなる

「標準世帯」、特にミドルからややアッパークラスの世帯に偏りのあるサンプルと言える。

この点で、分析には十分注意を要するが、男女・エリア・年齢別の構成比率は国勢調査の分

布に概ね基づいている。 

第１回調査の回答世帯を対象とした今回（第２回）調査の調査期間は 2012 年 12 月 6 日

から 17 日までであり、調査票送付の際、回答の如何を問わず、あらかじめ 500 円相当の回

答謝礼を同封した。また、サンプルサイズを確保するため、無回答者には督促状を追加で発

送した。前回（第１回）調査回答者 3,699 名のうち、今回調査開始時までにモニターから脱

落していた者が52名いたので、最終的な調査票発送件数は3,647である。有効回答数は3,144、

回収率は 86.2%だった。次節では、回答者の基本属性及び調査結果の概要を報告する。また、

今回調査で回答の無かった世帯の属性（性別、年齢等）については、補論を参照されたい。 

 

3. 調査結果の概要 

 本節では、調査結果の集計結果を簡単に紹介する。 

 

3.1 基本属性（年齢、居住地、就業状況、仕事の形態） 

表2は回答者の年齢分布を性別にまとめたものである。2010年の国勢調査と比較すると、

若年層と高齢層（70 歳以上）の割合が若干低くなっているものの、全体の分布は概ね似通

っていると言える4。回答者の平均年齢は男女ともに約 51 歳となった。 

表2：回答者の性別と満年齢の分布（％）
（今回調査）

26-29 30-39 40-49 50-59 60-69 70-77 平均年齢（歳）
男性 6.3 19.0 21.8 18.0 23.2 11.7 51.3
女性 6.4 18.2 22.1 18.8 23.8 10.8 51.2
全体 6.4 18.6 22.0 18.3 23.5 11.2 51.3

（2010年国勢調査）

男性 7.0 21.6 19.9 19.1 20.9 11.5
女性 6.7 20.5 19.1 18.8 21.5 13.3
全体 6.8 21.1 19.5 19.0 21.2 12.4

年齢階層

 

 回答者の居住地（現在と子供時代）をまとめたものが表 3 である。2010 年国勢調査では、

総人口の約 91%が市部、残りは郡部（町・村）に居住している。今回の調査の回答者の現在

（2012 年調査時点）の居住地は、これに比べると少しだけ市部に偏っている。同様の居住

地分布を回答者の子供時代について見ると、子供時代の方が郡部（町・村）居住の割合が高

いことが分かる。これは、回答者が、就職等を期に都市部へ移動していることの反映と考え

                                                   
4 若年層及び高齢層の回答者数の割合が低いのは、第 1 回・第 2 回調査ともに、これらの層の回答率が他の層に

比べて低い傾向にあるためである。第 1 回調査の年齢階層別回答率に関しては堀ほか(2013)、今回（第 2 回）調

査に関しては補論参照。 
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られる。 

表3：回答者の居住地（％、現在と子供時代）

現在 子供時代 国勢調査
東京23区/政令指定都市 28.4 23.8
市（政令指定都市以外） 65.1 62.8

町 6.2 11.6
村 0.3 1.8

合計 100.0 100.0 100.0
注）国勢調査は2010年調査。

90.7

9.3

 

 表 4 及び 5 は回答者の就業状況及び仕事の形態を男女別にまとめたものである。男性が就

業している割合は８割を超えている一方、女性では６割弱で、４割近くが「就労も求職もし

ていない」と回答している。一方、仕事の形態では、男性は正社員/正規職員の割合が約 73％

あったが、女性では、その他（パート/アルバイト等）の割合が約 56%と最も高かった。 

表4：回答者の就業状況（％） 表5：回答者の仕事の形態（％）

男性 女性 全体 男性 女性 全体
働いている 80.9 59.2 70.6 自営 17.2 8.2 13.6
現在求職中 2.3 3.0 2.6 正社員/正規職員 72.9 36.3 58.5
就労も求職もしていない 16.8 37.8 26.7 その他（パート/アルバイト等） 10.0 55.5 27.9
合計 100.0 100.0 100.0 合計 100.0 100.0 100.0

 回答者の基本属性に関する上記の観察を踏まえつつ、次項以下では、今回調査の個票を用

いた詳細な分析が今後期待される幾つかのテーマ（回答者等の暮らし向き、就業履歴、保有

資産、贈与・相続経験、各種施策に関する意識調査等）について、簡単な集計結果を紹介す

る。 

 

3.2 回答者、及び両親、子供世帯の暮らし向き 

 既に述べた通り、本調査の目的の一つは世代間及び世代内格差の考察である。ここで見る

「暮らし向き」の評価（回答者の主観に基づく）は、所得や資産と並び、格差とその世代間

移転の分析上有用な指標となる。表 6 には、回答者が自らの生涯の暮らし向きを自分の両親

及び子どものそれと比べてどう評価しているかという問いに対する回答結果をまとめてあ

る。まず両親の暮らし向きと比較した場合、多い順に「自分の方が少し豊か（35.1%）」、続

いて「同程度（30.0%）」となっており、親と比べると自分の生涯の暮らし向きは比較的豊

かと考える回答者が多いことがわかった。一方、子どもの将来（展望）との比較を見ると、

「同程度（44.3%）」が最多、続いて「子どもの方が少し貧しい（26.7%）」となっており、

子供世代の将来に不安を持つ回答者像が浮かび上がった。 

表6：生涯の暮らし向きについてどう展望するか（％）

かなり豊か 尐し豊か 同程度 尐し貧しい かなり貧しい 合計
両親と比べて自分の方が 9.5 35.1 30.0 18.7 6.7 100.0
自分と比べて子どもの方が 5.4 18.9 44.3 26.7 4.7 100.0

 表 7 では、回答者の子ども時代の暮らし向き（親の暮らし向き）と回答者の現在の暮らし

向きの相関をまとめてみた。全体では、子どもの頃の暮らし向きが良いと現在の暮らし向き

も良い傾向にあるが、例外も多い。例えば、子どもの頃の（親の）暮らし向きを「とても貧

しい」と答えた回答者のうちの 52%は現在の暮らし向きについて「普通」と答えている。ま
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た、子供時代の（親の）暮らし向きに関わらず、現在の暮らし向きでは、「普通」の回答が

最も高い割合を示す。2 変数間の相関係数を見ても、0.21 で、それほど強い相関関係とは言

えないだろう。 

表7：回答者の現在の暮らし向きと子ども時代における親の暮らし向き（％）

とても豊か 豊か やや豊か 普通 やや貧しい 貧しい とても貧しい
とても豊か 25.0 3.4 1.6 1.1 0.2 1.0 0.0

豊か 5.0 14.2 7.7 4.0 1.7 2.4 1.2
やや豊か 21.7 30.6 31.6 19.1 18.0 20.7 16.0

普通 26.7 40.3 44.4 60.2 55.2 47.6 51.9
やや貧しい 11.7 6.3 11.6 11.1 20.3 18.8 14.8

貧しい 8.3 3.7 2.3 3.4 3.5 8.7 8.6
とても貧しい 1.7 1.5 0.7 1.1 1.1 1.0 7.4

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
注1）各セル内の数字は、各列の和が100％となるように計算された割合である。

注2）相関係数：0.21

注3）灰色のセルは、「回答者が子どもの頃の親の暮らし向き」と「回答者の現在の暮らし向き」が同一のセルを表している。

回答者の
暮らし向き

回答者が子どもの頃の親の暮らし向き

  

 

3.3 就業履歴と退職一時金 

今回調査にユニークな調査項目の 1 つに、回答者及び配偶者の過去の就業状態の推移（就

業履歴）がある。第 2 節で論じたように、この調査項目を相続関連情報と組み合わせれば、

相続が労働供給に与える影響（所得効果）の分析等が行えるだろう。ここでは、まず、個票

を集計して得られた各年齢時点における世代別就業率5を男女別に見ておこう（図 1、2）。な

お、凡例の年は生まれ年を、横軸の年齢はその年々における年齢を表している。まず男性か

ら見ると、どの世代でも 10 代後半から就業率が高まり、26-60 歳の間は９割程度で推移し、

60 歳を境に大きく低下していることが分かる。一方、女性では、20 代中盤以降一度低下し、

30 代後半頃から再び上昇し、50 歳頃を境に再度低下するというパターンを辿る。結婚・出

産を機に一度労働市場から退出し、子育てが一段落したところで再度労働市場に参入する様

子が現れたものだろう6。また、若年期（25 歳頃まで）における就業率カーブの傾きが、世

代が若くなるほど急勾配になっており、特に女性でその傾向が顕著である。これは、進学率

が高まり、結果として就業開始年が遅くなっていることの表れと考えられる。因みに、得ら

れたデータから計算した男女別の平均就業年数は、それぞれ 28.7 年、18.5 年であった。 

                                                   
5 我々の調査では、正規・非正規にかかわらず、概ね週 3 日以上就業状態にあった場合を就業、その年における

就業状態が概ね週 2 日以下だった場合を非就業と定義している。 
6 なお、総務省統計局『労働力調査』によれば、2012 年における 25-59 歳の就業率は男性で 87-93%、女性で

63-73%であった。ただし、女性の就業率は近年上昇傾向にあり、例えば 1968 年における 25-59 歳の女性就業率

は 47-64%である。よって、本調査における就業率の推移は『労働力調査』と比べ、少なくとも大きくは乖離し

ていないと言える。 
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 今回調査では、回答者と配偶者の就業履歴を尋ねる際、併せて退職一時金の受領額を尋ね

ている。退職一時金は金額も大きいため、その存在が家計消費に無視できない影響を与えて

いると考えられる。表 8 には男女別の退職一時金受領額（受領経験のあるサンプルのみ）を

まとめてみた。中央値で見ると、男性が 1,563 万円、女性が 213 万円となっており、女性の

受領額は男性と比べると圧倒的に少ない。これは、女性の場合、大きな退職一時金の受領を

期待できないいわゆる非正規雇用者である割合が高いことの反映であろう。 
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図1：各年齢時点における世代別就業率（男性） 
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図2：各年齢時点における世代別就業率（女性） 

1983-86年 1973-82年 1963-72年 
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表8：男女別退職一時金（万円）

平均 中央値 標準偏差 サンプルサイズ

1,689 1,563 1,542 399
666 213 878 153

注1）

注2) 過去数回受領している場合は、その総和の金額を用いた。

男性

女性
1回当たり100万円以上の退職一時金を受領した経験のあるサンプルのみの平均及

び中央値である。

 

 

3.4 資産保有額 

本調査では、その立ち上げから回答世帯の保有資産額に係る詳細な情報の収集を試みてき

たが、今回調査では、特にライフステージごとの資産保有状況（実測値あるいはイメージ）

を尋ねた点に特徴がある。この調査項目を用いれば、家計の所得・消費の生涯にわたる変遷・

決定の分析が可能になるだろう。表 9 では、回答者世帯を現役世帯と退職世帯に分け、それ

ぞれについて平均保有資産額をライフステージごとにまとめてみた。なお、退職世帯とは、

回答者に配偶者がいない場合は本人がすでに退職している世帯、既婚の場合は夫がすでに退

職している世帯として定義し、それ以外を現役世帯と定義した。まず、過去 1 年間の純資産

額を比べると、現役世帯は約 1,700万円だった一方、引退世帯は約 4,430万円となっており、

退職一時金や両親からの相続受領等により、退職世帯の方が多くの資産を保有している実態

が浮かび上がった。一方、退職直前の資産保有額を比べると、現役世帯は純資産で約 3,170

万円まで蓄積を進めることを見込んでいるのに対し、退職世帯の実績（記憶）は約 4,540 万

円となっており、現役世帯の見込みは比較的控え目と言えよう。こうした傾向は 75 歳頃の

資産保有イメージにも同様に読み取れる。 

表9：世帯の平均保有資産額（万円）
（現役世帯）

75歳頃の 75歳頃の

イメージ イメージ
1,003 1,703 1,444 2,171 2,341 1,960
1,415 1,720 1,669 2,430 2,377 2,604

719 253 98 171 178 128
1,699 3,171 3,015 4,430 4,541 4,435
1,704 1,234 1,178 246 182 109
47.7 47.0 46.4 68.3 67.9 64.9

注1）

注2)

注3)

純資産は、金融資産＋実物資産－負債で計算した。

金融資産
実物資産

負債
純資産

サンプルサイズ

過去1年間 退職直前 過去1年間 退職直前

（退職世帯）

「退職直前」は仕事に就いていた最後の1年間の実績（現役世帯の場合は、退職する最後の1年のイ
メージ）、「75歳頃のイメージ」は70歳未満の回答者のみ回答している。

年齢は、回答者に配偶者がいない場合は本人の年齢、既婚の場合は夫の年齢の平均を表している。

年齢

 

 

3.5 年収と年間消費 

表 10 では、回答者世帯の平均年収・消費とその内訳を現役世帯・退職世帯別に見た。過

去１年の欄は、言わば実績であり、現役世帯では７割超を勤労収入が占める形で 650 万円の

平均年収がある。一方、退職世帯の年収は約 450 万円で、うち７割弱を社会保障給付が占め

ている。次に退職前の一年間（退職一時金は含まない）では、退職世帯が 700 万を少し上回

る程度の年収があったという回答である一方、現役世代は 750 万円弱の期待をしていること

がわかる。平均 46 歳の過去１年の実績が 650 万円であったことを考えると、やや楽観的な
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見通しにも思える。最後に、引退後（75 歳頃）のイメージは、現役世帯、退職世帯ともに

年収が 300 万円台まで落ち込むと見込んでいることがわかる。ただ、内訳を見ると、退職世

帯は収入の８割超を社会保障給付に期待しているのに対し、現役世帯では、社会保障給付へ

の期待は小さく、勤労収入への期待が大きい傾向が見いだせる。 

一方、表の下段に掲載した世帯消費については、現役世帯と退職世帯の差はあまり大きく

ない。現役世帯、退職世帯とも退職直前に 400 万円を少し下回る水準の回答となる世帯消費

は、75 歳頃には 200 万円台に低下する。引退後における消費水準の低下は、いわゆる「引

退消費パズル」の現れとも解し得るが、引退期に入っても消費が年収を下回る（貯蓄が継続

する）パターンは、経済学的にどのように解釈すべきか、一層の検討が必要だろう。こうし

た引退後の消費の落ち込みにもかかわらず、消費に占める食費の割合にはあまり目立った変

化は見られない。一方、医療費については、退職後に上昇傾向が見られ、特に現役世帯は大

きな上昇を見込んでいることがわかる。 

 

表10：世帯の平均年収・消費とその内訳
（現役世帯） （退職世帯）

75歳頃の 75歳頃の

イメージ イメージ
650 746 309 453 716 356

勤労収入 (71.4) (69.8) (22.0) (13.3) (58.9) (5.3)

社会保障給付 (7.2) (8.6) (62.4) (67.5) (19.9) (83.4)

財産所得 (0.9) (1.5) (4.4) (4.0) (5.1) (7.2)

395 392 240 335 392 280

食費 (32.0) (31.5) (33.5) (38.8) (36.3) (35.1)

医療費 (6.0) (10.7) (18.4) (8.8) (7.5) (12.3)

986 716 645 96 82 57

46.0 45.8 45.3 67.6 67.0 65.2

注1）

注2) 世帯年収、世帯消費及びそれぞれの内訳すべてを答えた回答者のみの値である。

世帯年収（万円）

世帯消費（万円）

サンプルサイズ
年齢

内訳（％）

内訳（％）

「勤労収入」は、回答者に配偶者がいない場合は本人の勤労収入、既婚の場合は夫の勤労収入を表している。よっ

て、内訳はすべての項目を足しても100％にはならない。

過去1年間 退職直前 過去1年間 退職直前

 

 

3.6 両親の状況と遺産相続 

本調査では、格差の世代間移転に注目する意味で、贈与・相続についても詳細な調査を行

っている。相続に関する分析の前段階として、表 11 では、回答者の両親が（調査時点で）

どの程度生存していたのかについて年齢階層別に集計してみた。30 代迄では 85％超が、40

歳代でも回答者の約 2/3 が、それぞれ両親がともに健在だと回答しているが、50 歳以降に

なると両親と死別するケースが急増する（両親ともに健在である回答者の割合は 50 歳代で

約 1/3、60 歳代では 4%）。また、表には記載していないが、回答者が配偶者と既に死別して

いる割合は全体の 2%だった。 
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表11：回答者の両親の生存について（％）

年齢階層 両方健在 一人健在 両方と死別
26-29歳 92.7 6.3 1.0

30-39歳 85.7 12.9 1.4

40-49歳 64.2 30.8 5.0
50-59歳 33.5 41.1 25.4
60-69歳 4.1 26.8 69.1
70-77歳 0.0 7.1 92.9  

 表 12 は回答者世帯がこれまでに受け取った相続財産の価値総額を相続人の性別ごとにま

とめたものである。相続人の性別に関わらず、相続財産の価値総額は 200 万円未満の階級頻

度が最も高い7。また、相続財産を受け取った者だけで計算した平均相続額は、相続人が男

性の場合、父親からが 1,501 万円、母親からが約 1,234 万円であった一方、女性の場合、父

親からが約 1,065 万円、母親からが 707 万円に止まった。結果の解釈には、より詳細な検討

が必要だが、相続では男性優先の配分が行われているのかもしれない。 

表12：男女別相続財産の価値総額（％）

父親 母親 父親 母親

18.7 20.1 28.8 27.8
25.8 28.7 29.0 33.0
14.5 18.8 13.8 15.4
14.0 10.5 11.3 11.4

12.5 9.6 7.7 7.7
4.9 5.6 2.9 2.6
4.2 2.8 4.3 1.5

3.3 3.1 1.4 0.7
2.0 0.9 0.7 0.0

550 324 441 273

1,501 1,234 1,065 707
注1）

注2) 相続額は金融資産のみならず、実物資産、生命保険の保険金受取額等も含む。

相続財産の価値総額（％）
男性 女性

(1)受け取っていない（ないし放棄した）
(2)200万円未満
(3)200～500万円未満

(4)500～1000万円未満
(5)1000～2000万円未満
(6)2000～3000万円未満

(7)3000～5000万円未満
(8)5000～1億円未満

(9)1億円以上

サンプルサイズ

平均（受領者のみ、万円）

平均は(2)から(9)の各階級中央値を各階級のサンプルサイズでウェイト付けて算出した。なお、(2)は
200万円×0.8、(9)は1億円×1.25をその階級における値とした。

 

表 13 では、相続金額を多肢選択型ではなく、数値で記入してもらった場合の回答結果を

まとめてある。数値を実際に記入する手間があるため、サンプルサイズは表 12 に比べて小

さくなるが、いくつかの付加的情報も読み取れる。例えば、父親からの相続額の最大値は、

相続人が男性の場合 30 億円、女性の場合でも 5 億円となっており、一部の相続では非常に

高額の世代間移転が発生していることが伺える。こうした極端な値に影響を受けない中央値

で見ると、相続額は男性が 500-700 万円、女性が 400-500 万円となった。相続金額が男性

相続人の場合に多くなるという傾向は数値記入の場合でも確認できた。もし、相続が法定比

率に従って行われているなら、相続人の性別で相続額に差が生じることはない。1 つの可能

性として、女性は結婚後実家を出る一方、男性（特に長男）は結婚後も実家に留まり、両親

（被相続人）と同居（して世話を）する子供により多くの配分が行われるならば、それによ

って相続額の男女差が生じてくるのかもしれない。 

                                                   
7 被相続人が配偶者の場合は、サンプルサイズが小さかったため、表 12 には載せていない。 
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表13：相続財産の男女別価値総額（数値記入、万円）

父親 母親 父親 母親
サンプルサイズ 258 132 163 93

中央値 700 500 500 400
平均 2,440 1,147 1,389 639

標準偏差 18,690 1,759 4,242 817

最大値 300,000 12,000 50,000 5,000

最小値 1 10 10 5
注）設問回答者のうち、金額がゼロだったサンプルは除外。

女性男性

 

 

3.7 政策関連の意識調査 

本調査の最後のセクション（大問 10、11）では、各種施策及び公務員の待遇等に関する

意識調査を行った。子ども手当と高校授業料の無償化施策は、将来を担う若年世代の健全な

育成に資するとの評価がある一方、単なるバラマキではないかとする批判もある。また、こ

の種の給付施策は、景気刺激効果に関心が集まることも多い。そこで今回調査では、これら

の給付施策によって浮いたお金がどのように使われたかを調査してみた（表 14）。結果を見

ると、すべて消費したと回答したモニターの割合は、子ども手当で 47%、高校授業料の無償

化で 76%もあり、かなりの割合の回答者が新たに得たお金をそのまま消費したと認識してい

たことがわかった。ただ、この消費が施策によって追加的に発生したものなのか、あるいは

元々計画していた支出に施策による収入を割り当てただけであるのかはこの単純集計だけ

では識別できない。今後は一層注意深い分析が期待される。 

表14：子ども手当及び高校授業料の無償化によって浮いたお金の使い方について（○は１つ）

頻度 割合（％） 頻度 割合（％）
1.すべて消費した 464 46.9 256 75.74
2.一部を消費し、残りは貯蓄した 300 30.3 57 16.86
3.すべて貯蓄した 225 22.8 25 7.40
合計 989 100.0 338 100.00
注）子ども手当を受け取っていた、あるいは高校生の子供がいる回答者のみ回答。

子供手当 高校授業料の無償化

 

 

我が国経済の喫緊の政策課題が、来年度にも実施されるかもしれない消費税率の引き上げ

であることに異論はないだろう。現行５％の消費税率が平成 26年４月１日より 8％に、平

成 27年 10月 1日より 10％になることが既定路線だが、低所得世帯ほど負担が重くなると

いういわゆる逆進性への対策の有り方については、現在も意見が分かれている。今回調査で

は、この逆進性について、どのような施策が望まれるかの問いを設けてみた（表 15）。結果

を見ると、特に対策は必要ないという回答はわずかに止まっており、ほぼ三人に二人の回答

者が生活必需品の消費税率を下げる対応を望んでいることが分かった。 
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表15：消費税負担に対する対策について（○は１つ）

頻度 割合（％）
1,967 64.6

361 11.9
495 16.3
220 7.2

3,043 100.0合計

1.生活必需品の消費税率を下げる、もしくは非課税とする

2.給付付き税額控除（税額が控除額を下回る場合に差額を給付する制度）の導入

3.負担増の分、年金など社会保障給付を増やして対応する

4.特に対策を講じる必要はない

 

 増税の一方で、財政再建には、歳出削減の努力も欠かせない。これに関連し、近年では公

務員の待遇が問題視されることが多く、身分保障や給与水準の妥当性に関心が集まっている。

そこで今回調査では、日本の公務員の待遇に関連した意識調査を行った。これによれば、公

務員の待遇は民間大企業並あるいは更に恵まれているという見方をする回答者が半数を超

えており（表 16）、今後は、身分保障の撤廃や地方公務員も含む給与の一律削減等、厳しい

対応を求める声が一般的であることが確認できた。 

表16：:わが国の公務員の待遇について

1 2 3 4 5 6 7 8 9

恵まれていない 民間中小企業並 民間中堅並 民間大企業並 恵まれている

合計

頻度 54 14 78 63 478 355 564 299 1,131 3,036
割合（％） 1.8 0.5 2.6 2.1 15.7 11.7 18.6 9.8 37.3 100.0

平均 7.1  

表17：公務員の待遇に関して今後とる方策について（○はいくつでも）

割合
8.2

29.5
18.0
24.0
50.3

53.0
3.8

注）割合はその選択肢に○を付けた回答者の割合を表す。

6.身分保障を緩和し、働かない公務員を解雇できるようにする
7.その他

1.時限立法期間が過ぎたら一旦国家公務員の給与を元に戻す
2.地方公務員についても一律に削減を義務付ける
3.削減率をもっと大幅に拡大する
4.一律削減よりも、地域・職種等でメリハリをつけ総額を抑制する

5.公務員給与の適正水準について改めて検討する

 

 

4．おわりに 

本稿では、2012 年末に筆者らのグループが実施した『第 2 回家族とくらしに関するアン

ケート』の概要（調査主旨・調査内容・調査方法）を解説するとともに、主要な調査結果を

簡潔に紹介した。サンプルを昨年の第１回アンケートへの回答者に限定したこともあり、今

回調査の回収率は 86.2%あり、また、今回無回答だったサンプルについても全体の分布を歪

めるようなものでないことが確認できた（補論参照）。しかしながら、サンプルの世帯が高

学歴の二人以上世帯に偏っている点は第１回アンケートの偏りを引きずっており、調査の標

本平均や単純平均をもって、わが国の全体像ととらえる分析・解釈等は慎むべきだろう。尚、

本稿で紹介した調査結果は詳細な分析を行うに先だってのファクトの整理に止まるもので

ある。今後は、データ分布の偏り等の問題に留意しつつ、我が国世帯の消費・労働供給行動

等をよりよく把握すべく、個票データに含まれる豊富な情報を活用した分析を進めたい。 
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補論：脱落サンプルの特徴 

本補論では、第 1 回調査回答者のうち、第 2 回調査時点ですでに㈱インテージのモニター

グループから脱落していたサンプル及び第 2 回調査で回答が得られなかったサンプル（ここ

ではこれら 2 つを合わせて「脱落サンプル」と呼ぶことにする）の数及び特性についてまと

め、それらが全体の分布に与える影響について簡単に議論する。 

表A1：性別・年齢階層別の脱落率

脱落率
（％）

a b c=a+b a/c
255 1,645 1,900 13.4
300 1,499 1,799 16.7
55 244 299 18.4

121 607 728 16.6
104 660 764 13.6
97 601 698 13.9

101 732 833 12.1
77 300 377 20.4

555 3,144 3,699 15.0
注1） 

注2）

脱落 継続 計

男性
女性

25-29歳
30-39歳
40-49歳
50-59歳
60-69歳
70-75歳

計
「脱落」は第1回調査後にモニターグループから脱落したある

いは第２回調査で回答が得られなかった回答者数、「継続」
は第2回調査も継続して回答が得られた回答者数を表す。
年齢は第1回調査時におけるモニターの満年齢を表す。  

表 A1 では、脱落率（第 1 回調査回答者のうち、第 2 回調査においてサンプルから脱落し

たサンプルの割合）を男女別・年齢階層別に示してある。これを見ると、女性の脱落率が男

性に比べて約 3%ポイント高く、また若年層（25-29 歳）と高齢層（70-75 歳）の脱落率（18.4%

と 20.4%）が他の年齢階層に比べてやや高かった。ちなみに、第１回調査でも、男性に比べ

て女性の方が、中間年齢層（30-69 歳）より若年層（25-29 歳）・高齢層（70-75 歳）の方が、

回答率が低い傾向にあった。したがって、今回調査の脱落サンプルは、各階層のアンケート

調査に対する通常の回答傾向を反映するものと言えよう8。表 A2 は回答者の居住地域ごとの

脱落率の分布である。北海道の脱落率がやや高いなど、地域に若干の偏りは見られるが、全

体の分布を歪めるほど、大きなものではないだろう。 

表A2：居住地域ごとの脱落率

脱落 継続 計 脱落率（％）
a b c=a+b a/c

北海道 38 129 167 22.8
東北 32 252 284 11.3
関東 37 202 239 15.5
京浜 135 880 1015 13.3
北陸 29 192 221 13.1
東海 77 362 439 17.5
京阪神 90 500 590 15.3
中国 32 179 211 15.2
四国 21 106 127 16.5
九州 64 342 406 15.8

計 555 3,144 3699 15.0  

                                                   
8 なお、脱落した 555 回答者のうち、第 2 回調査時点ですでにモニターグループから脱落していた回答者は 52

だった。 
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 この他、年間収入（税込）、最終学歴、職種ごとの脱落率の分布も確認したが、際立った

傾向は観察されず、どの属性でも満遍なくある程度の脱落サンプルが存在するという状況だ

った。脱落サンプルに関する検討結果をまとめると以下の通り。 

 

① 第１回調査回答者 3,699 名のうち、脱落したサンプルは 555 名。 

② 脱落サンプルは男性より女性に多い。 

③ 脱落サンプルは若年層（25-29 歳）と高齢層（70-75 歳）に多い。 

④ 脱落サンプルのバラツキは一部例外はあるものの、極端な地域的偏りもない。 

⑤ 年間収入や最終学歴、職種ごとの脱落率についても、明確な傾向は見られない。 

 

したがって、第２回調査に回答している 3,144 名の属性は、第１回調査の回答者（3,699 名）

のそれと概ね同様のものになっていると考えられる。 
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参考：アンケート票 
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